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従来の技術開発のプロセス・モデルは，科学から技

術へという経路を線形的にたどる「パイプライン・モ

デル」が主流であった.これに対して，もう 1 つの極

端な考え方は，このプロセスは追加的な技術改善のみ

で構成されるという考え方である [2]. しかし，どちら

の考え方も正しくはない.

技術のハイテク化により，人聞の持つ漠然とした欲

求を明確な製品概念に翻訳するという「需要表現

(Demand Articulation) J の技術的能力が，技術開発

の成否の決定要因になりつつある.ウェプスター英語

辞典によると， [" articulateJ という言葉の語源はラテ

ン語の["articulareJ からきている.とりわけ，この言

葉は，お互いに相反する 2 つの意味を内包しているこ

とに特徴がある. 1 つは， ["drawupin 笠~益金 arti.

clesJ で，もう 1 つは， [" put together by 担担~J であ

り， [" separateJ と ["jointJ という 2 つの反意語を内包

している.

したがって，この言葉は，アナリシスとシンセシス，

あるいは分解と統合という 2 つの正反対の概念を包

含すると解釈することができる.事実，この 2 つの概

念が技術開発には必要である.そこで，われわれは需

要表現を， ["ì替在需要を製品概念として統合化しこの

概念を個々の要素技術の開発項目へ分解するという，

2 つの技術的活動の動学的相互作用j と定義すること

にする.多くの場合，需要表現を実現するためには，

未だ未完成で，多くの人にはエキゾチックにしか見え

ない技術に対しでも，将来の潜在需要を満たす可能性

があるならば，研究開発の対象にされる.

需要表現という概念は，個々の企業の製品開発の事

例分析から発想されたものであるが，政府の技術政策

を分析する場合に，より有効で強力なものとなる.国

家レベルでのこの概念の有効性と，国境を越えても通

用するという普遍性は，今世紀最大の発明といわれる
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「集積回路技術」の開発過程の分析により，最も顕著

に例証することができる.この技術は，米国の国防研

究により，まず開発きれ，つづいて，その民生用への

応用には， 日本政府が組織化した共同研究組合が大き

な役割を果たした.

そこで，この連載講義の最終回においては，技術政

策に関連する研究課題をとりあげて，第 1 回で述べた

方法論をどのように適用してゆくかについて講義する.

事例研究

集積回路の開発は米国の国防研究により生み出され

たものといわれている.しかし，その開発過程を分析

すれば， ["需要表現jの重要性が明らかになる.すなわ

ち，漠然とした国防需要が直接的に集積回路の技術開

発を誘発したのではなし当時の国防需要が技術開発

課題に明確に翻訳されたことが，集積回路の開発に結

びついたのである.

第二次大戦直後においては，米国の国防戦略は，当

時の国務長官ダレスの「大量報復戦略」にみられるよ

うに，単に核爆弾の破壊力を強調するものであった.

しかし， 1950年代後半になると，このような単純な「破

壊力戦略j の不適切性がますます認識されるように

なってきた. 1956年のハンガリー動乱において，ダレ

スが["at a place and time of our choosingJ と主張し

たような形で，核の傘を利用することを米国が跨路し

たこと，フランスのヴ、ェトナムでの敗北に直面しでも

米国が最終的には核爆弾を使用しなかったこと，最も

重要なことは，ソ連が核爆弾とミサイルを開発したこ

とにより，このような戦略の不適切性はゆるぎがたい

ものとなった.

第 2 段目の報復を主張したランド・コーポレーショ

ンでの分析と，海外の軍事基地を喪失したことが相

まって，ケネディ政権は「抑止戦略」を選択すること

となった.この国防戦略にもとづけば，技術開発への

需要とは，核爆弾の運搬の正確性であり，第 2 段の攻
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撃に適する耐久性のあるミサイル，攻撃にも破壊され

ない核爆弾の通信・命令・制御システムの開発であっ

た.具体的な要求としては， ミサイルを小型化し，兵

器に使用できる空間と重量，すなわちベイロードを最

大化することであった.その結果，米国は，ソ連とは

反対に，重いものではなく軽いミサイルを選択するこ

ととなった.

このような文脈においては，核爆弾をいかに迅速か

っ正確に目的とする場所に輸送するかが決定的な要因

になった.そこで，核を輸送する搬送手段，すなわち，

「ミサイル」の開発が中心課題となった.その結果，

その制御機構である電子回路の小型化・高信頼性化を

いかに達成するかに国防研究の課題が移行していった

のである.以上のような経緯を経て， r抑止戦略」がは

じめて「電子回路の小型化・高信頼性化」という技術

的課題に翻訳されたのである.

この電子回路の小型化・高信頼性化という技術的要

求は，従来の真空管技術やトランジスタ技術では満た

されないことが明らかになった.そこで1958年に， r分

子エレクトロニクス (molecularelectronics) J という

製品概念が国防省により提案された [3]. この製品概念

は， r種々の電子機能をトランジスタ，ダイオード，コ

ンデンサ，抵抗器などの組み付けで実現するのではな

く，材料それ自体が発振器や増幅器という機能をシ

ミュレートする J と表現された.

このような製品概念に呼応して，種々の研究機関に

おいて研究開発が行なわれて，集積回路技術が生まれ
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たのである.ここで注目すべきことは，集積回路技術

のプロダクトとプロセスにおける主要な技術革新を行

なったテキサス・インスツルメント社とフェアチャイ

ルド社の両社とも，その初期の開発のために政府から

の資金的支援を求めもしなかったし，それを受けるこ

ともしなかったということである.テキサス・インス

ツルメントは，今日集積回路として知られている最初

の製品，すなわち，半導体材料に電子部品を「埋め込

む」という製品を開発した.フェアチャイルドは，当

時の集積回路技術を飛躍的に革新し，実験室段階から

生産段階へ移行させることになるプレイナー工程

(planar process) を開発した.しかしこれらの技術

革新は軍事分野で「明確に表現きれた (articulated)

需要J に呼応した，企業の自主研究によりもたらきれ

たことも事実であった.

集積回路技術の市場が軍事用から民生用へ移行する

につれて，技術開発の主導権を日本産業がにぎるよう

になった.超LSI研究組合は1976年から 1979年にかけ

て存在し，研究費総額は7 ， 370億円であり，そのうち2 ，

910億円は政府からプロジェクト費用の形で支給され

た.組合のメンバーは，富士通， 目立，三菱電機， 日

本電気，東芝であった.複数の競合企業の共同行為に

より実現される技術開発は，単一企業による需要表現

と機能的には等価の動学的過程を創造していることに

なる.いいかえれば， r共同的需要表現」として概念化

できょう.したがって，共同研究により推進される需

要表現は，産業の技術的連関という全体の枠組みでと

第 I 次装置

メーカー

第 2 次装置

メーカー
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図4-1 日本における超 LSI 開発の川上方向への技術的連関図
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らえ，説明されるべきである.すなわち，一国の産業

技術基盤を創造することに役立つのである.超LSI研

究組合においては，その研究はチップの製造方法に焦

点を合わせたのではなく，集積回路生産のための製造

装置のプロトタイプ・モデルの開発を中心にして行な

われた.さらに重要なことは，製造装置メーカーは組

合メンバーには含まれていなかったことである.

図 4 - 1 には， 日本の超LSI開発に関係した主要な

企業とその関の技術的連闘が示きれている[4].この共

同研究の活動の中に，露光装置の開発がある. リソグ

ラフィー研究室は，電子回路をシリコン基盤に光学的

に縮小する研究に従事していた.そのため，この研究

室はレンズ技術を保有しているカメラ・メーカーに研

究の委託をした.かくして， 日本光学やキヤノンのよ

うな企業が露光装置の開発に成功した.以上を要する

に，すべてのチップ・メーカーが一堂に会して，製造

装置に対する需要表現を実現したのである.かくして，

チップ・メーカーによる需要表現の努力を通して， 日

本全体としての産業技術基盤が形成されたのである.

しかし，チップ製造のための需要表現を完成するた

めには 2 次下請メーカーと検査機についての検討を

しなければならない.製造装置メーカーについては，

露光装置メーカー，すなわち第 1 次メーカーが，この

共同作業の唯一の受益者とは限らない. 2 次メーカー

に，真の受益者を発見することができる.図に示すよ

うに，露光装置のランプのメーカーであるウシオ電機

は， 日本の露光装置メーカーよりもっと世界市場を占

有しているのである.検査機については，超LSI研究組

合はその重要性に充分な注意を払っていなかったので，

この研究組合は検査機の需要表現機構としての役割を

果たすことができなかった.検査機への需要表現を可

能にしたのは，通信事業者であるNTTによる共同研究

であった. 1977-81年に， NTTは武田理研と次世代の

検査機の共同研究を行なった.その結果，武田理研は

このタイプの検査機では世界の主要メーカーに成長し

ていった

超LSI研究組合に端を発した 10年に及ぶ「需要表現J

の努力を通して，チップ製造の川上部門においても，

日本企業は世界市場を制覇することになるのである.

半導体製造装置メーカーの世界の上位10社の時間的推

移が表 4-1 に示されている.

数理分析

事例分析においては，需要表現という考え方をパイ

プライン的な見方と対立する形で説明してきた.そこ

で，この 2 つの概念モデルを定量化することを試みる.

具体的には，この 2 つの対照的な考え方にもとつ'き

構想、きれている共同研究への参加者数の頻度分布が，

ほとんど正反対の形になることを示す.つづいて，こ

の統計的現象の違いが参加の意思決定の違いで説明で

きることを示す.すなわち，参加の意思決定の前提と

なっている考え方の違いが，参加者数についての相反

する統計的現象をもたらすことを数理的に明らかにす

る.

パイプライン的見解のモデル化

技術が「公共財」であると主張する意見は，技術開

発過程がパイプライン的に進行するという考え方を反

映している.国際協力プロジェクトは，このような考

え方をもとに構想されることが多い.そこで，国際協

力の典型的な例として，国際エネルギ一機関(IEA) の

表 4 -1 半導体装置メーカ一世界の上位10社

1980 1985 1989 

l Perkin Elmer Perkin 東京エレクトロン

2 GCA 東京エレクトロン 日本光学

3 Applied Material General Applied 

4 Schlumberger Varian 武田理研

5 Varian Teradyne キベ'ノン

6 Teradyne Eaton General 

7 Eaton Schlumberger Varian 

8 General Signal 武田理研 目立

9 Kulicke Soffa Applied Teradyne 

10 武田理研 GCA ASM 

(出典) : VLSI Research Inc. 
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共同研究プロジェクトをとりあげる.

IEAは経済協力開発機構 (OECD) の枠組みの中の自

治的な機関であり，その目的は従来型および代替型の

エネルギー技術の開発てーある.その主要な活動は，エ

ネルギ一関連のプロジェクトにおいて，国際協力を創

設し管理することである.プロジェクトの提案は，作

業部会で審査きれ，この部会がリード国を指名する.

この提案はすべてのメンバ一国に配布きれ，参加を募

集する.各国は独自に，参加のレベルを決定する.参

加形態は国により異なるが， リード固として少なくと

2 個以上のフ。ロジェクトに参加している固を最終的な

データ・ベースとして採用した.その結果，この条件

を満足する固は10ヵ国となった. IEAの60件のプロ

ジェクトへの参加国数の出現頻度分布を，図 4-2 に

示す.

数理分析は，参加に関する意思決定が参加者の間で

独立的か，それとも，従属的かということが中心とな

る.このために，意思決定機構についての種々の仮説

にもとつ弓，数学モデルを構築する.これらのモデル

が，観測された参加の現象を充分説明しているかどう

かを統計的検定により識別する [5].

パイプライン的見解をもとに構想きれた国際共同研

究においては， IEAのプロジェクトに見たように，参

加者数の頻度分布は「釣り鐘型」になる.意思決定は

参加者間で互いに独立的であると仮定して，いくつか

のモデルが構築できるが，ここでは，参加過程を「ポ

ワソン過程J として定式化する.ポワソン分布は，到

着現象が確率的に独立である事象において，ある一定

期間中の到着数の確率関数として導出できる.そこで，

16 
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定められた出願期間内での到着現象と，その意思決定

が独立的である参加行動との聞に，統計的類似性を考

えることができる.

今， μ を与えられた期間内での平均到着数とすれば，

到着数がhである確率， Pr(k) は次式になる.

Pr(k) =〆・ e-"/k!

ここで， μが参加者数の平均値についての観測値に

等しい.すなわち， μ=5.07 とすれば，確率密度関数を

推定できる.観測値と計算値との有意差検定では， x2 

値は6.30であり，自由度10の 5%値である 18.31 よりは

るかに小さい値となっている.

以上を要するに，多くの国際協力プロジェクトは，

その成果が非参加者による利用を排除しないという，

「公共財」の概念をもとに構想きれている.その背後

にあるのは，技術開発過程についてのパイプライン・

モデル的な考え方である. したがって，参加者の意思

決定も，互いに確率的に独立になされる.この意思決

定は，プロジェクトへの参加者数の確率分布が， I釣り

鐘型j になるという「直感的j な統計的現象をもたら

した.

需要表現のモデリング

技術は「私有財」であるという前提で構想されてい

る共同研究の典型例が，これまでにたびたび言及した

研究組合制度である.超LSI研究組合の事例分析で明

らかにしたように，競合企業の共同研究への参加は，

需要表現を期待して意思決定される.そこで，まず，

研究組合への参加企業数の統計的性質を調べてみよう.

現在までに存在したすべての研究組合について調べ

た結果，その参加企業数の分布曲線には，なんらの規

則性がないことが判明した.あえていえば，ほぽ釣り

鐘型の正規分布に従っている.しかしサンプルが

種々の性質をもっ母集団から抽出されているので，中

心極限定理により，正規分布に従っているだけである

と言える.われわれは，競争関係にある企業聞の共同

行為に興味をもっ.したがって，お互いに競合関係に

ある企業から構成きれた研究組合のみを選んで、みた.

ここでは，コンビュータ製造業についての調査結果を

紹介しよう.競争関係にあるコンビュータ製造業の 5

社のうちどれか 1 社が参加した共同研究は67件もある.

その内訳は 1 社だけの参加が27件 2 社が15件 3

社が 6 件， 4 社が4件で， 5 社全部が参加した研究組合

数は15件となっている.この結果は， IEAの共同研究で

観測されたものとは全く逆の， I逆釣り鐘型」になって
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いる.観測された現象におけるこのような両者の相違

は，参加の意思決定が異なることを暗示している.

研究組合への競合企業の参加パターンは意思決定の

違いを暗示しているが，サンプル数が統計的検定には

少なすぎる.そこで，われわれは他のデータ・ベース

を探さなければならない.過去には国策会社であった

NTTと通信装置メーカーとの聞には，非常に多くの

共同研究が成立した.事実. NTTとの共同研究と研

究組合のそれとの聞には，多くの類似点がある.民営

化以前のNTTの機能は政府のそれと似ていた. NTT 

により組織化される共同研究は，もちろん. NTTによ

り使用される技術の開発であるが，その共同研究は，

研究組合に多く見られるように，競争企業聞のもので

ある.さらに. NTTは法律により製造機能を所有する

ことを禁じられていたので，通信装置や電線のメー

カーと閑に安定的な関係をつくっていた.

NTTと通信装置メーカーとの共同研究の件数を直

接知ることはできないが，特許の共同出願件数により

推定することができる.特許の共同出願が共同研究の

結果であるとは一般的には仮定できない.しかし，共

同研究を経ない特許の共同出願や，共同研究の結果を

どれか 1 社だけが特許として単独出願することも，考

えにくい.さらに 1 個の共同研究プロジェクトは数

件の特許出願に結ぴつくことがあるので，共同出願と

共同研究の間に 1 対 1 の対応関係を仮定することもで

きない.しかし，われわれの関心は，共同研究への参

加形態であるので，特許の共同出願件数の統計値が共

同研究の基本的パターンを反映していると，さほど無

理なく仮定することができる.

NTT と 4 つの通信装置メーカーの少なくとも 1 社

が共同で出願した特許は.1986年には655件にも達して

いる.年毎の変動を避けるため 3 年間の移動平均値

を計算して，何社が共同研究に参加したかについて，
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0.8 

0.7 061闘
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図4-3 NTT との共同特許出願件数の分布
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図 4-3 に示すような出現相対頻度曲線が得られた.

図によれば，通信装置メーカー 1 社との共同件数が全

体の60-70%の割合を占め 4 社すべてとの共同件数

が15-20%を占めている.これに対して 2社や 3 社

との共同件数は，それぞれ 8 -10%. 2 -3 %にしか

過ぎない. しかも図から明らかなように，共同件数は

非常に大きいが，参加のパターンは観測期間を通して

安定的である.

この図は，研究組合への競合企業の参加において観

測された現象が示唆していた「逆釣り鐘型」分布を，

明らかな形で確認したものである.この逆釣り鐘型型

分布は.NTT主導の 4 つの通信装置メーカーとの共同

研究においては明らかであり，主要業種における競争

企業が参加する研究組合でも示唆されたものである.

これは，参加への意思決定が，パイプライン的見解と

は異なることを明確に示すものでもある.

この事実は，参加の意思決定が参加者間てす虫立的で

はなく，従属的になされていることを意味する.しか

も，この意思決定の従属性は，技術開発を「需要表現

過程 j とみなす考え方に依拠しているのである.参加

企業は製品仕様について，より深い理解と，より正確

な開発・製造費用の見積を得ることを期待して，共同

研究に参加する.したがって，各参加者は便益とコス

トの事前推定にもとづき意思決定を行なうというモデ

ルを構築することができる.このモデルでは，各参加

者が享受できるであろう便益と分担することになるコ

ストが，他の参加者がどのような行動をとるかに依存

するので，その意思決定は参加者間で従属的なものに

なる.

このような状況においては，参加行動を 4 つの通信

装置メーカーがプレイヤーであるゲーム論的分析枠組

みで定式化することができる.このゲームにおいては，

各プレイヤーは自分の利益(=便益 費用)を最大化

するように行動する.すなわち，各プレイヤーは便益

が費用を越える場合にのみ，参加の決定をするという

ことになる.したがって，便益と費用との配分のルー

ルを知ることができれば，参加の構造を定式化できる

[6]. 種々の配分方法が考えられるが，次のような最も

簡単なルールを仮定しよう.1)プロジェクトの総費

用は参加者の数に左右されない.そこで，これを c と

する. 2) プロジェクトの総便益は参加形態に左右き

れなしこれを b とする.そして，この便益は参加者

の問で等分に配分きれる. 3) 費用 c は. NTTと参加

者全員で等分に負担する.
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zが一様分布としたときの計算値と観測値の差表4-2

70.4% 

観測値

7.1 

2.7 5.0 

19.7 

技術開発をしても，採算に乗るということになる.

NTTは，メーカーの社内研究により生み出される便益

を享受できるので，共同研究を申し出る理由がない.

このことは，通信装置メーカーのどの社にとっても同

じである.したがって，この場合には共同研究が成立

しないと仮定できる.以上より 4 社すべてが参加す

るのは， 4/5<z<1 の範囲のみということになる.

以上詳細に記述してきた推論はすべて，便益/費用

の比(z) をX軸にし， NTTの負担分(π) を Y軸にプ

ロットするような図 4-4 に総轄することができる.

図からわかるとおり，参加企業数は z により一意的に

決まる.したがって z の出現確率が与えられれば，

参加企業数の確率分布を導き出すことができる.

Z の確率密度関数の数学形についての情報は皆無で

ある.そこで，数学的に最も簡単な「一様分布」をと

りあえず仮定してみよう.この場合，図に示すように，

確率分布は境界値の聞の線分の長さに比例することに

なる.試算結果を表 4-2 に示す.

表から明らかなように，最も簡単な仮定によっても，

1 社の参加が最も起こりやすしつづいて 4 社全部

の参加が 2 番目に起こりやすく 2 杜の参加が 3 番目

3 社の参加が最も起こりにくい， という現象を再

現できる.そこで，このモデルは，参

加行動の基本的な特性を，少なくとも

第 1 次近似的には，シミュレートして

いるといえる.しかしながら，厳密な

有意性の検定によれば，モデルが観測

値を再現できているとはいえない.し

かし，いくつかの方法により，モデル

を改善することができる.たとえば，

便益/費用の比率 ( z ) が一様分布する

という仮定について，修正を加えるこ

とができる.共同研究を必要とする状

況を考えれば z の値の確率分布は O

と 1 との区聞の小さい値の方に片寄っ

ていると仮定しでもよい.そこで，

の一様分布の仮定を，たとえば，/

20.0 

で，

以上の仮定にもとづき，プレイヤーの利得が計算で

きる.今 n を参加プレイヤーの数とすると，利得

U(n) は次式になる.

U(n) =b/n-c/(n+ 1). 

今， z=b/c (便益/費用の比率)とすると，

U(η)=c. [z/n-l/(n+ 1)]. 

各プレイヤーは利得が「正j の時には参加の決定を

しこれが「負J の時には参加しないと決定する.そ

こで，参加条件を次のように導出できる.

o <z<1/2 ならば，参加企業なし

1/2<z<2/3 ならば 1 社の参加

2/3<z<3/4 ならば 2 社の参加

3/4<Z<4/5 ならば 3 社の参加

4/5<z ならば 4 社(すべて)

の参加

Z が 1/2 以下の場合，等分の費用分担のルールに

従えば，誰も参加しようとはしない.しかし， NTTが

半分以上の費用を負担する用意があれば 1 社が参加

することは有り得る.もしNTTが π =(c -b) 以上

を負担すれば，利得は 1 社にとって「正」になる.そ

うでなければ， NTTは全額を負担して自分でやる以外

に方法はない.そこで， NTTはzだけ負担すると仮定

しでもよい.したがって z が 1/2 以下の場合も 1

社が参加すると考えることができる.以上より， 0 < 
z < 1/2 の範囲でも参加企業数は 1 社になる.

これに対して z が 1 以上の場合には，事情は全〈

異なる.この場合便裁は，費用分担しなくても，費用

を上回っている.いいかえれば，この 4 社の通信装置

メーカーに限らなくても，どれかのメーカーが 1 社で

66.7% 

計算値
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l 社のみ参加
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企業の便益費用比と NTT の負担費用の関係図4-4
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(z) =1. 3-0.6 ・ z という z の減少関数とすれば，有意

性の検定には何ら問題がなくなる.ちなみに，このモ

デルの1985年以外のすべての年のど値は，自由度 3 の

5%イ直である 7.78よりはるかにイ、きい.

以上を要するに，事例研究と数理分析を通して，競

合関係にある企業が共同研究に参加することには，経

済的にも技術的にも「合理性J があることを明らかに

した.共同研究がパイプライン的考えで構想きれてい

るときは，プロジェクトへの参加者数の確率分布が，

釣り鐘型になるという「直感的」な統計的現象をもた

らした.これに対して，需要表現という考えで発想、き

れている共同研究では，意思決定は参加者の聞で相互

に依存する.この結果は，参加者数の確率分布が「逆

釣り鐘型」になるという現象となって現われる.この

逆釣り鐘型の現象は，その参加の意思決定が各参加者

の便益/費用比の推定にもとづいて行なわれるという，

経済的に合理的な行動の結果として説明できる.いい

かえれば，競合関係にある企業の合理的な意思決定が，

1 社だけやすべての会社が参加する方が，その中聞の

場合よりも起こりやすいという，一見して「反直観的」

な共同行為に導かれるのである.

社会学習

前節の数理分析により，共同研究への参加は，厳密

に便益/費用の比率にもとづく，経済合理的な行動で

あるとことが解明できた.すなわち，共同研究への参

加行動は，共同需要表現という考え方により，完全に

説明できたのである.逆にいえば，官民の「癒着論J

の仮説は，たとえ応用研究や開発研究においても，共

同行為を説明するのに必要がなかったのである[7].さ

らに，最近米国で盛んになってきている，日本の社会・

文化は特殊であると主張する， 日本「異質論」をも必

要としなかったのである.

一方， 日本の通産省は，共同研究の背後にある反直

感的な経済合理性をはじめから十分承知していたとす

るのも真実ではない.事実は，政府と産業の両方が，

共同研究についての試行錯誤的経験を経て，その経済

合理性を次第に学習して行なったのである.この試行

錯誤の過程について 1 つの証拠を挙げることができ

る [8]. 1961年10月に最初の研究組合が高分子原料の研

究を行なうために設立されて以来， 100件に近い研究組

合が設立され，そのうちの多くはすでにその任務を終

了し，解散している.しかし新しい研究組合設立の

1994 年 7 月号

暦年データを追ってゆくと， 1966一 70年の 5 年間に，

新しい研究組合が全〈設立されていないことに気づく.

この時期は，通産省が1966年に「大型プロジェクト

制度」を発足させた時期と一致しているのである.こ

の制度は，民間企業が行なう研究開発へ政府が100%の

費用補助を行なうという日本政府にとってははじめて

の試みであった.この制度の提案のモデルになってい

たのは，欧米の国防研究開発プロジェクトであった.

この時点では，通産省は「大型プロジェクト制度j は

「研究組合制度J とは相容れないものであると考えて

いた.事実，新しい研究組合は 1 つも設立されなかっ

た 1966-70年の間には 5 つもの大型プロジェクトが

発足している.いいかえれば，研究組合は大型プロジェ

クトの実行手段としては使用きれなかったのである.

しかし，大型プロジェクト制度は研究組合制度と両立

するものであり，ある種の研究においてはこの 2 つは

補完的なものであることがわかってきた.それ以来，

通産省の研究開発プログラムを実施するのに研究組合

制度を利用するのが，通常の慣行として定着して行

なったのである.

一方，民間企業においても，長い試行錯誤を経て社

会学習が行なわれた.この兆候は，経団連が1979年に

公表したrR&D施策に関するアンケート調査」に見る

ことができる [9]. この調査には，政府のR&D施策に

ついての会員企業の評価が集計されている .1研究組合

制度J への評価が一番高 <.72ポイントを得ている.

これに対して，補助金制度は65，融資制度は66，研究

委託は68ポイントを獲得しているのに過ぎない.産業

への政府介入が研究組合という形で行なわれるならば，

産業界に大きな不安や懸念を喚起しないことを示唆し

ているのであろう.
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